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熊本県監査委員公告第１１号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、令和７

年（２０２５年）１０月１０日から令和８年（２０２６年）１月２９日までの間に実

施した財政援助団体等の監査の結果に基づき講じた措置について、熊本県知事から通

知があったので、次のとおり公表する。 

令和８年（２０２６年）８月６日 

                                        熊本県監査委員 小 原 雅 之 

                                        同       藤 木 美 才 

                                        同       前 田 憲 秀 

                                        同       楠 本 千 秋 

（指摘事項） 

監査対象団体 

（所管課） 
監 査 の 結 果 措 置 状 況 等 

学校法人九州

ルーテル学院 

(私学振興課) 

(時間外労働について) 

 時間外勤務手当の支給につい

て、次の課題がある。 

(1)労働基準監督署から時間外労

働に係る割増賃金の支払につい

て、是正勧告及び指導を受け、過

年度分を支給している。 

(2)中学校及び高等学校教諭に対

する時間外勤務手当の支給及び

支給期日に関する規定がない。 

労働基準法等に基づき、適正な

労務管理を行うとともに、給与規

程を改正するよう指導すること。 

 

問題点について法人に対し指

導を行った。 

法人としても問題点を認識し

ており、対応については次のと

おり。 

(1)について、(2)の取組みも

含めて、令和８年（２０２６

年）３月２７日に労働基準監督

署に是正報告書を提出した。 

(2)について、給与規程を改正

し、中学校及び高等学校教諭に

対する時間外勤務手当に関する

規定を整備する。支給期日につ

いては、給与規程第32条のとお

りとする。給与規定改正は令和

８年９月の理事会に諮ることと

している。 

 

学校法人八商

学園 

(私学振興課) 

(理事会への報告及び承認につい

て) 

 利益相反取引について、理事

長は、法令に定める理事会への

報告及び承認を得ていない。 

法令等に基づき、適正な組織

運営を行うよう指導すること。 

 

問題点について法人に対し指

導を行った。 

法人としても問題点を認識し

ており、今後は同様の事案が発

生しないよう、私立学校法の改

正で再構築された、評議員会、

理事会等により学校法人のガバ

ナンスを機能させ、適正な組織

運営を行うよう指導した。 
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学校法人八商

学園 

(私学振興課) 

(補助金の交付申請及び実績報告

について) 

 補助金の交付申請等について、

次の課題がある。 

(1)私立高等学校入学金減免補助

金の交付対象とならない生徒に

ついて、法人から県に対し補助金

を交付申請し、交付決定の通知を

受け、実績報告を行っている。 

(2)法人で定める入学金減免規定

に沿った事務処理が行われてい

ない。 

熊本県私立高等学校入学金減

免補助金交付要項等に基づき、適

正な事務処理を行うよう指導す

ること。 

 

問題点について法人に対し指

導を行った。 

法人としても問題点を認識し

ており、対応については次のと

おり。 

(1)について、同様の事案が発

生しないよう、令和８年度から

補助金対象チェックリストを作

成し、交付申請の際のチェック

を強化することとした。 

(2)について、今後は、法人で

定める入学金減免規程及び熊本

県私立高等学校入学金減免補助

金交付要項に基づき、適正な事

務処理を行うよう指導した。 

学校法人八商

学園 

(私学振興課) 

(経理規程について) 

 前回の監査において、監査結果

区分を「注意」とした次の課題に

ついて、今回の監査においても改

善がなされていない。 

(1)勘定科目処理規定が定められ

ていない。 

(2)手許現金について、限度額を

超えた現金を取り扱っている。 

経理規程に基づき、適正な事務

処理を行うとともに、規程の整備

について指導すること。 

 

問題点について法人に対し指

導を行った。 

法人としても問題点を認識し

ており、対応については次のと

おり。 

(1)について、令和８年（２０

２６年）１月の理事会で経理規

程を整備し、学校法人会計基準

に基づいた処理を行うこととし

た。 

(2)については経理規程を改正

し限度額を「200万円を超えない

額とすることができる」とし、

限度額を超えないように経理責

任者が毎日確認することとし

た。 

今後は、経理規程に基づき、

適正な事務処理を行うよう指導

した。 
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〈参考〉 

 「指摘事項」とは、以下のような事柄に該当し、改善が必要とされる課題である。 

(1)条例、法令、規則、通知、通達違反で事務執行不適正となっているもの 

(2)未収金解消対策が的確に講じられていないもの 

(3)予算の執行、財産管理等において、適正を欠くもの 

(4)故意・重大な過失に起因する不経済や損害を生じさせたもの 

(5)経済性、有効性、効率性が著しく低いもの 

(6)事務・事業の執行に是正・改善が必要であると認められるもの 

(7)前年度監査において注意事項とされていた事項で是正又は改善がされていないもの 

 

 


